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０．昨年度審議会での評価・指摘事項

 昨年度フォローアップWGにおける進捗評価・主なコメント・指摘事項への対応

 エネルギー消費量削減におけるScope３対応についてのご指摘については、会員各社によって

対象とする範囲や集計方法が異なるため、現時点においては、業界団体として定量的な目標設

定を行うことは困難であり、Scope３に関する情報共有、啓発等を通じて業界全体の底上げを

図っている。

 2050年カーボンニュートラルを踏まえた2030年度目標の見直しについてのご指摘については、

2030年度目標の達成度合いに応じて、また、会員企業が取得したクレジットを集計して業界目

標の達成等に活用することも含めて、再設定を検討することとしたい。

 今年度の改善・追加等

 新たに会員企業におけるクレジット、非化石証書に関する取り組み状況を調査し、回答項目を

追加した。



１．商社業界の概要
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（１）商社業界の概要

▶ 日本独自の業態であると言われる商社は、資源の乏しい日本が「貿易立国」を目指し戦後復興を遂げていく中で、輸
出入の担い手として積極的に海外進出し、全世界にネットワークを広げ、日本経済の発展に大きな役割を果たしてき
た。

▶ 今日、商社は機械、自動車、船舶、航空機、プラント、通信機器、金属、鉱産物、エネルギー、化学品、繊維、食糧、
食品など幅広い業種の商品を扱っている。また、国内外に物流・販売拠点網を張り巡らし、原材料の調達から製品の
販売に至るまでバリューチェーンを構築して、トレードおよび事業投資を両輪にグローバルに事業展開している。

（２）日本貿易会

名 称 ：一般社団法人日本貿易会 Japan Foreign Trade Council, Inc. 

設 立 ：1947年6月25日

代 表 ：会長 國分 文也

所在地 ：〒100-0013 東京都千代田区霞が関３－２－１

霞が関コモンゲート西館20階

会 員 ：法人正会員40社（カーボンニュートラル行動計画参加：32社）



２．商社業界の「カーボンニュートラル行動計画」フェーズⅡ

４

目標 2030年度の電力使用原単位（会社全体における床面積当たりの
電力使用量）を2013年度比で15.7％削減するよう努める。

2018年7月再設定

目標指標について

▶ 商社業界のCO₂排出量の大部分はオフィスにおける電力使用によるものであり、エネルギー使用量（原油換算）またはCO₂
排出量を目標とした場合は換算（及びCO₂排出）係数変動の影響を受け自主的な取り組み等が数値に表れにくくなること
から、電力使用量を目標のベースとして設定している。

▶ また電力使用量の総量を削減する目標を設定した場合、事業の拡大・ 縮小（社員数増減）による床面積の増減が電力
使用量を変動させることも考えられることから、削減の対象を「総量」ではなく、「延べ床面積当たりの電力使用量」として、 一
層の省エネ努力を継続することを目標としている。

目標再設定の根拠

▶ 2016年度に2020年度の削減目標（2009年度比15.3％削減）を達成したため、2018年7月に2020年度目標、
2030年度目標を再設定した。

▶ 2015年度頃から数社の本社移転計画が始まったことによる仮社屋への移転に伴う電力使用原単位の変動を一時的要因
と捉え、そうした変動が起こる前の2013年度を基準として、省エネ法で定めている努力目標に準じて毎年１％ずつ改善する
ことを目標設定の根拠とした。

▶ 今後、達成度合い等に応じて、再設定を検討することとしたい。

2030年以降の長期的な取組の検討状況

▶ 当会では、2050年のカーボンニュートラルな社会の実現を目指し、2020年3月に「気候変動対策長期ビジョン」をまとめ、機
関誌やホームページなどを通じて内外に公表している。



３．2021年度の取組実績 ①実績値

2021年度の実績値

◆ 電力使用量 ：6356.1 万kwh（基準年度比▲29.4％、前年度比＋6.2％）

◆ 床面積 ： 770.8 千㎡ （基準年度比 ▲8.8％、前年度比＋1.9％）

◆ 電力使用量/床面積：82.5 kwh/㎡（基準年度比▲22.6％、前年度比＋4.2％）

（過去のトレンドを踏まえた考察）

▶ 「床面積」は2009年度をピークに徐々に減少しており、800千㎡規模で推移している。
▶ 「床面積当たりの電力使用量」は着実に減少しているが、総量としての「電力使用量」も朝方勤務や残業時間縮

減の浸透などにより年々減少している。
▶ 「電力使用量」は、2020年度は新型コロナウィルス感染拡大を背景とした在宅勤務シフトにより大幅に減少し

たが、2021年度は在宅勤務シフトのピークアウト（オフィス勤務への復帰）により増加（リバウンド）したと
みられる。
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３．2021年度の取組実績 ②進捗率

達成・進捗率

◆ 144％

（目標水準の妥当性に対する分析）

▶ 2021年度実績が2030年度目標を上回っていることについては、2015年頃から始まった主要数社の本社移転計画による
仮社屋への移転、新型コロナウイルス感染症拡大を背景とする在宅勤務シフトなどに伴う一時的変動要因が影響しており、
今後はリバウンドがあるものと推測している。2030年度目標については、達成度合い等に応じて、再設定を検討することとした
い。

参考（CO₂排出量における2021年度実績値）

◆ CO₂ 排出量： 2.9 万t-CO₂ （基準年度比▲45.5％、前年度比＋6.2%）

◆ CO₂ 原単位：３8.0 kg-CO₂ /㎡（基準年度比▲40.2％、前年度比＋4.2％) 

（過去のトレンドを踏まえた考察）

▶ 商社業界のCO₂排出量は、対策をオフィスでの電力使用に限っていることから、あまり大きな削減効果は望
めないが、LEDの導入や省エネ機器の導入により、少しずつ効果が出始めている。

▶ 2020年度は朝方勤務、残業時間縮減等の浸透に加え新型コロナウィルス感染拡大を背景とした在宅勤務シフ
トにより大幅に減少したが、2021年度は在宅勤務シフトのピークアウト（オフィス勤務への復帰）により増
加（リバウンド）したとみられる。

６
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４．低炭素製品・サービス等による他部門での貢献

７

省エネ・環境配慮型事業 削減実績 （2021年度）

A社
• スギの成長量を大幅に上回る早生樹苗木の生産事業に参画
（事業パートナー：東京大学発のベンチャー企業である株式会社本郷植
林研究所）

• 植林後5年で伐採可能な早生樹の苗木を生産する会社を
設立することに合意し、合弁契約を締結

• 本郷植林が宮崎県で試験植林を実施中であるハコヤナギ
の苗木を生産

• 植林後5年間で1ヘクタール当たり約200立方メートル以上
の成長量が期待される高成長量・短伐期が特長

Ｂ社
• メガワット級固体高分子型水電解装置を使用し、水素利活用に向けた共
同実証実験を推進

Ｃ社
• 木材で家を支える環境に優しい地盤改良工法（環境パイル工法）を採用
• 従来工法のセメントや鉄を使わないため、使用する国産木材のCO₂吸収量
2tと合わせ、1件当たり約10tのCO₂削減効果あり

2021年度実績
棟数：5,051件（累計38,216件）
5,051件×約10t-CO₂＝約50,510t-CO₂

自家物流の効率化 削減実績 （2021年度）

Ｄ社
• 国内貨物輸送量とCO₂排出量を自動計算するシステムを開発・運用し、輸
送ルートの最適化を分析

2018年度 2,238t-CO₂、 2019年度 2,172t-CO₂、
2020年度 1,824t-CO₂、2021年度 2,109t-CO₂
（注）2021年度の増加は取引量拡大によるもの

Ｅ社
• 段ボール調達におけるCO₂排出量の可視化、サプライチェーン最適化に向け
た実証実験を開始

Ｆ社
• トラック輸送の効率化（積合せの工夫、帰り便活用、混載便など）
• トラック利用削減への取り組み

商社は、低炭素製品の開発・販売、サービス（事業）等を通じて主体間連携の強化に貢献
している。また、自家物流の効率化を図ることで環境に配慮している。



商社は、カーボンニュートラル実現に向けた取り組みを様々な分野・地域で展開している。
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５．海外での削減貢献 ①再生可能エネルギーによるIPP事業

再生可能エネルギーによるIPP事業の削減貢献

▶ 総合商社各社は、長年取り組んできた発電設備建設の一括請負や保守点検等のサービス提供に関わるノウ
ハウを活用し、全世界でIPP事業を展開してきた。

▶ 近年は、IPP事業の中でもCO₂の排出削減に寄与する再生可能エネルギー(太陽光・風力・水力・地熱・バイ
オマス等)発電事業の拡大に注力している。

▶ 2021年度には、全世界（除く日本）36か国で稼働済みの発電案件は10社合計で104件、総発電設備
容量は2,120万kWに達しており、CO₂削減貢献量を1,096万tと算定した（算定可能な99件分）。

▶ なお、日本国内で稼働済みの発電案件は9社合計で66件、総発電設備容量は251万kWに達しており、
CO₂削減貢献量を214万tと算定した（同65件分）。

＜算定根拠＞
設備の建設・運用・保守に伴うCO₂排出はゼロと仮定し、2021年4月から2022年3月の1年間における発電量に、
入手可能な直近の当該国または地域の排出係数（t-CO₂/kWh）を乗じてCO₂削減貢献量を算出した。

IPP（独立系発電事業者 日本含む全世界37か国、170案件）

商社の出資

再生可能電力供給（日本含む）

CO₂削減貢献量 1,310万t

(2021年4月～2022年3月）

８



 削減貢献の概要、削減貢献量の算定根拠

 次世代○○技術

 削減効果○kg-CO₂×世界の▲▲生産規模■万台の１割が本技術に置き換わると想定（○○統計に基
づき試算）

 ■■制御技術

 削減効果□kg-CO₂×世界の○○生産規模●万台の１割が本技術に置き換わると想定（■■統計に基
づき試算）
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５．海外での削減貢献 ②その他事業

省エネ・環境配慮型事業 削減実績 （2021年度）

Ｇ社
• エチレンの海上輸送時に、航海中の燃料消費に伴うCO₂排出量をカーボンクレジットでオ

フセットし、エチレン海上輸送をカーボンニュートラル化

Ｈ社 • JCM事業（製紙工場における省エネ型段ボール古紙処理システムの導入） 1.9万 t-CO₂/年

Ｉ社

• 豪州でグリーン水素製造、太平洋島嶼国で利活用
環境省の「令和３年度水素製造・利活用第三国連携事業（二国間クレジット制度資
金支援事業のうち水素製造・利活用第三国連携事業）」に応募した案件が採択され、
豪州（第三国）でのグリーン水素製造・パラオ共和国（島嶼国）への輸送・燃料電池
および燃料電池船舶による利活用を促進する実証事業を開始

Ｊ社

• 2022年3月、中東における植物工場事業に参画
当社およびサウジアラビアの小売店とイタリアの植物工場事業会社の共同事業会社を
設立し、将来の大規模生産を見据えての植物工場の生産および販売の実証事業を開
始

• 植物工場は、水の使用量をコントロールするこ
とにより節水を実現(水90%前後減)

• また一般的な露地栽培に比べてCO₂の排出
量を45%抑えられるほか、気象条件に左右さ
れない安定供給体制の構築が可能

• さらに生産地と消費地の近接により、輸送時の
食品ロスおよび食糧輸送時のCO₂排出（フー
ドマイレージ）の削減も見込まれる

Ｋ社

• アフリカでのカーボンニュートラル実現に向け、電動バイクの製造・販売およびバッテリー交
換事業を展開する他社へ出資

• アフリカでのカーボンニュートラル、サーキュラーエコノミー実現に向け、バッテリーのリユース・
リビルト事業を展開する他社へ出資



６．革新的な技術開発・導入
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革新的技術・サービス 導入時期・削減見込量

Ｌ
社

•支店に太陽光発電およびエネルギーマネジメントシステムを設置し、異種蓄
電池を制御

Ｍ
社

•企業の脱炭素経営の支援を目的として、ゼロボードが開発したCO₂排出量
算出・可視化クラウドサービス「zeroboard」を販売

Ｎ
社

•豪州から日本へのクリーン燃料アンモニアサプライチェーン構築に関する事業
化調査をJOGMEC、国内電力会社、現地エネルギー会社と共同で実施

Ｏ
社

•スコットランド開発公社と浮体式洋上風力発電・グリーン水素を用いた脱炭
素化に向けた覚書を締結



７．その他の取組 ①オフィスでの取り組み
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導入状況・普及率 等
（フォローアップ参加企業中の有効回答27社に占めるシェア）

省エネ設備等の導入

・省エネ型OA機器導入（68%）
・LED照明導入（68%）
・廊下・トイレの人感センサー導入（52%）
・省エネ型空調設備導入（64%）
・空調設備の個別化導入（44%）
・省エネ型自動販売機導入（44%）、等

エネルギー管理の徹底

・パソコン、コピー機の省電力モード設定（80%）
・空調温度・時間管理（80%）
・昼休み時消灯（56%）、照明の間引き（48%）、夕刻・夜間の消灯時間管理（48%）
・警備員巡回時の消灯点検（64%）
・ノー残業デー実施 （40%）、フレックスタイム制実施（52％）
・エネルギー使用量の拠点別管理（72%）、等

啓蒙活動の推進

・不使用時の消灯励行（80%）
・ブラインド操作の励行（64％）
・パソコンの省電力モード推奨（68%）、不使用時の電源オフ・プラグオフ（68%）
・イントラネット、グループ報、ポスター、電子メール等による呼びかけ（64%）
・休日出勤・残業時間削減推進（60%）、等

商社のCO₂排出の主な要因は、オフィスビルにおける電力使用であり、その削減に向けて
各社取り組んでいる。



業界における取り組み（商社環境月間）

▶ 毎年6月を商社環境月間に制定し、会員の環境問題への啓

発活動として環境セミナーを開催、また、会員各社の環境保

全活動を促進し、これを外部へ積極的に発信している。

情報発信
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８．その他の取組 ②情報発信

商社環境月間 環境セミナー
講演風景

日本貿易会 月報オンライン（https://www.jftc.jp/monthly/）

⚫「2022年度商社環境月間」（環境セミナー講演要旨）（2022年7・8月号）
https://www.jftc.or.jp/sustainability/environment/pdf/202207_26.pdf

⚫「低炭素社会および循環型社会構築に向けた2021年度の取組み｣（解説）（2022年3月号）
https://www.jftc.or.jp/shoshaeye/pdf/202203/202203_26.pdf

⚫「2021年度 商社のESG推進活動」（2022年6月号掲載）
https://www.jftc.jp/monthly/other/entry-1763.html

https://www.jftc.jp/monthly/
https://www.jftc.or.jp/sustainability/environment/pdf/202207_26.pdf
https://www.jftc.or.jp/shoshaeye/pdf/202203/202203_26.pdf
https://www.jftc.jp/monthly/other/entry-1763.html


８.参考資料 ①商社環境行動基準
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８．参考資料 ②気候変動対策長期ビジョン


